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障害者差別解消法　公立学校等における職員対応要領整備状況調査のお願い（趣意書）

　時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。日ごろより、障害のある児童生徒学生の支援にご協力頂きありがとうございます。
DPIとはDisabled Peoples' Internationalの略であり、日本語では「障害者インターナショナル」といいます。1981年の国際障害者年を機に、身体、知的、精神、難病など、障害の種別を超えて自らの声をもって活動する障害当事者団体として設立、現在は認定NPO法人を取得しています。
また、全国障害学生支援センターは、大学進学を希望、あるいは在学している障害学生を支援するDPI日本会議の加盟団体です。活動の柱として、全国すべての大学の障害学生の在籍状況や支援内容を調査し、その結果を『大学案内障害者版』としてまとめ、情報提供しています。
近年、障害者基本法の改正、就学先決定の仕組みの変更など学校教育法施行令の改正、障害者権利条約の批准等、障害者制度改革の一連の流れにより、インクルーシブ教育の実現に向けた一定の進展がありました。そして、学校教育を含めたより具体的な場面において差別の解消を実現するのが障害者差別解消法です。本年2月には差別解消法の基本方針が閣議決定され、現在各自治体等で職員対応要領の策定が行われています。

公立学校では「障害を理由とする不当な差別的取り扱いの禁止」「合理的配慮の不提供の禁止」が共に法的義務となるものの、「地方公共団体等職員対応要領」の作成が努力義務のため、法律上は合理的配慮の提供義務があるにも関わらず対応要領が存在しないという事態が起こる可能性があります。その結果、公立学校では通常学級を含めて障害のある児童・生徒・学生への合理的配慮の提供が基準となる職員対応要領なしに行われる、あるいは法施行以前と変わらず合理的配慮がなされない懸念が残っています。こうした事態を防ぎ、各自治体等で職員対応要領が整備され、公立学校におけるすべての教育場面で合理的配慮の提供が実現される方向性を見出していくことが本調査の目的です。
そこで、別紙要項のとおり職員対応要領について各自治体の取り組み状況を調査して、その内容を明らかにしていきます。各自治体等の回答内容および調査結果はホームページで公開いたします。
お忙しいところ恐縮ですが、上記の趣旨をご理解の上、回答へのご協力をいただけますようお願い申し上げます。
